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1 問題の所在
1-1 本稿のねらい
福祉国家における政府の失敗が問題とされるようになると，市場メカニズム
を活用した公共サービスの供給が図られるようになった。具体的には，規制緩
和・民営化・民間委託等が進み，さらに NPM1)と呼ばれる管理手法が採用さ
れていった。そして今度は，政府の失敗のみならず市場の失敗も問題とされる
ようになると，政府でも市場でもないアクター，すなわち NPO2)等を含むサ
ードセクターによる公共サービスの供給が注目されるようになる3)。
こうした中，NPO が政府と協力をして公共サービスを供給するという関係
が作られていった。この関係を協働4)と呼んでいる。しかし，NPO 研究にお
245（42）
）NPM：New Public Management，新公共管理論．
）NPO：Non-profit Organization，民間非営利組織．
）藤井（2010），頁。
）パートナーシップの訳語（原田・藤井（2010），27-28 頁）。協働の定義に関する詳細な議論
は，原田・藤井（2010），第章第節（41-51 頁）を参照。また，金井（2008）は，協働を権
力闘争の視点から描いている。
いては，「NPOの自律性と，政府が求める納税者へのアカウンタビリティとを
どのように均衡させるかという難題が投げかけられ」ている5)。
本稿では，行政府の実施機能の一部を補完しつつその独立性（自律性)6)を確
保することが大きな課題となっているNPOの現状に対して，立法府の行政監
視機能を補佐しつつ独立性を確保することに努めたアメリカ行政活動検査院
（the Government Accountability Office, GAO）をこれまで研究してきた筆者が，
ささやかながらも今後のNPO研究の展望を示す一助となることを目指してい
る7)。
1-2 協働におけるNPOの課題の根源 間接民主主義と直接民主主義の
からまり
アカウンタビリティの定義は論者によってさまざまであるが，バーバラ・ロ
ムゼクとメルヴィン・ダブニクは「アカウンタビリティは，行政機関とそれら
の職員が，彼 /女らの組織内外に生じるさまざまな期待に対応するための手段
を含んでいる」（Romzek and Dubnick, 1987, 228頁）と定義づけている。すなわ
ち，アカウンタビリティには「組織内外に生じるさまざまな期待に対処する」
という性質がある8)。
また，「本人−代理人」関係を念頭におけば，アカウンタビリティは民主主
義を成り立たせる要素のつであると言える。有権者たる本人が代理人である
議員を選び，議員の多数派から首相が選ばれ，首相は大臣を任命し，大臣は官
僚の任命権者となる。よって，政府（立法府及び行政府）は，有権者に自らの
活動について説明をする責任があり（アカウンタビリティ），一方の有権者は政
府をモニタリングすることが必要となる。
そして，民主主義を間接民主主義と直接民主主義のつに大きく区別するこ
立教法学 第 87 号（2013)
244（43）
）原田・藤井（2010），41 頁。
）NPO 研究においては，自律性と独立性の両方の用語を使用している（例：原田（2010），66
頁）。しかし本稿では，他の主体から一定の距離を取り，自らの組織目的を自らの裁量によって
実現できる状況を指して，独立性に用語を統一し，文章の分かりやすさに努めたい。但し，参
考文献の引用で「自律性」が使われている場合は，それを使用する。
	）本稿が扱うこの課題への筆者による取り組みは，2012 年月 20 日開催の日本行政学会分科
会Ｅ「福祉多元化とアカウンタビリティ」に報告者として加えて頂くお話を頂戴してから始ま
った。学際性及び国際性の高い本課題に出会うきっかけをくださった分科会等の諸先生方には
感謝を申し上げたい。

）アカウンタビリティの定義については，拙著（2010），69-74 頁を参照。
とによって NPO と GAO についての説明を試みれば，両者の共通点と相違点
が浮かび上がる。間接民主主義とは，先に示した考え方であり，代表制民主主
義を指す。一方，直接民主主義とは，「本人」としての有権者自らが，政治活
動やコミュニティづくりなどの活動に参加する場合を指す。例えば，「代理人」
としての政府を信頼できないと判断し，「本人」自らが直接政治に参加するよ
うな状態を指す。
GAOは，議会による行政府の監視が不十分であるという問題への認識の高
まりから，独立した評価機関として，議会の監視機能を補佐する役割を果たす
ことが期待された9)。つまり間接民主主義に基づく制度を機能させることを支
援している。一方，NPO は，政府活動の働きが不十分であることから，直接
市民が公共サービスの供給を担うことが期待されている。この意味において直
接民主主義的な発想に基づいている。すなわち，GAO と NPO の存在は同様
に，間接民主主義に基づく制度の機能不全への反応であることが分かる。
だが皮肉なのは，NPO が直接民主主義的な発想に基づき，自発的に生じて
いるにもかかわらず，先に示した通り，政府でも市場でもないアクターとして
公共サービスの供給を担うことが期待されたために，政府から委託契約等を通
じた資金提供を受け，それが活動の重要な資金源の一部になっているように見
える点にある10)。
そしてこのNPOの位置づけにおける「直接民主主義と間接民主主義のから
まり」とも言いうる状況が，NPO の独立性とアカウンタビリティを問題にし
ている。つまり，NPO は，自らミッション（使命）を掲げ自発的な組織であ
るが，政府（特に，行政府）との協働関係の範囲内において，資金提供者であ
る行政府による納税者及び有権者に対する説明責任（アカウンタビリティ）の
実現に協力することが求められるようになった。このことから，いかにして行
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）拙著（2010），91-95 頁。
10）「2005 年 NPO 法人アンケート調査結果報告」経済産業研究所 HP（http://www.rieti.go.jp/
jp/projects/npo/）（アクセス日：2012 年月日）によれば，当期収入額（年換算）の内訳を
みると，「事業収入」64.3％，「補助金・助成金収入」9.5％，「寄付金・協賛金収入」7.7％，
「会計・入会金収入」5.6％，「その他の収入」12.9％である。このうち，「事業収入」の内訳を
みると，認可事業（介護保険・支援費等）50.4％，自主事業 28.7％，行政の委託事業 15.6％，
民間の委託事業 5.4％となっている（27 頁）。調査は，NPO 法人の認証団体に対する郵送調査
により実施。回答期限は 2005 年 10 月 21 日から 11 月 30 日まで。有効回答数：2,344団体，有
効回答率：21.4％。なお，経済産業研究所による日本のサードセクターに関する直近の調査結
果は，後（2012）を参照。
政府からの独立性を保ち，自らのミッションを守るかが，NPO の課題となっ
た。言い換えれば，直接民主主義の文脈で語られるはずの組織が，間接民主主
義の文脈の中で活動することを求められていることにより，独立性の確保が
NPOの課題として浮上してくることになった。
他方，近年の行政改革でも見られる通り，行政活動の機能不全に対する認識
が高まり，行政機関はアカウンタビリティを果たすことが強く求められてい
る。それは，中央省庁や地方自治体における政策評価・行政評価制度の導入に
も明らかである。そのため，行政府は委託先のNPOにもアカウンタビリティ
の実現に向けた協力を要請せざるを得ないということになる。
しかし，NPO は行政機関からの資金のみを財源としているわけではない。
各資金提供者へのアカウンタビリティが求められている。但し，本稿では，そ
の趣旨に則り行政機関との委託関係に焦点を当てるならば，アカウンタビリテ
ィの対象は自らの組織の管理者と行政府になる11)と考える。
本稿では，NPOの独立性とアカウンタビリティについて，GAOの経験と比
べながら論じていく。紙幅の都合上，独立性を中心に論じ，それを支えるもの
としてのアカウンタビリティのあり方を探っていく。そのためにまず初めに，
(1) NPO（サードセクター）と GAO の双方に見られる課題を示した上で，(2)
NPO の独立性への脅威に関する実証研究（アメリカと日本）の簡潔な紹介を行
う。次に(3) GAO による独立性を確保するための試みを簡潔に説明する。そ
して最後に，(4)NPOの独立性とアカウンタビリティをめぐる問題に対する
つの方策を示したい。
2 NPOと GAOが共有する課題
サードセクターは，市場でも政府でもない「第三の」セクターであり，次の
ように定義されている。「機構上，政府（行政）機関から分離しており，（自ら
の主要な使命のために再投資される利益を生じるとしても）営利を主たる目標とせ
ず，自治のための手続きを有し，何らかの公共的目的に奉仕する諸組織」
（Gidron et al. 1992, 3-4頁)12)。このサードセクターの概念は，非営利性を組織
原理とするNPOと共に，民主的参加や相互扶助を組織原理とする協同組合と
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11）Staats（1975），47 頁。他に，Leat（1990）及び藤田（1998）が NPO のアカウンタビリティ
について論じている。
12）この定義は藤井（2010），16 頁より抜粋。
いう 2つの組織形態を含んでいる13)。この概念は欧州のサードセクター研究
の文脈においては，福祉多元主義ならびに多元的経済の枠組みの中で捉えられ
てきた。また，政府・市場・コミュニティといった他のセクターから影響を強
くうける媒介領域として理解されてきた。そしてこれらとの関係性がどのよう
な性質を持つかによって，サードセクターには，政府機関や営利企業へと制度
的同型化していく危険性が存在すると言われる。例えば，藤井（2010），19-20
頁に依拠すれば，NPO が硬直的な仕様書や非常に低い委託費用を伴う行政か
らの事業委託に過度に依存するようになれば，行政下請け化していくかもしれ
ず，また逆に，市場での経済的自立を過度に重視するならば，営利企業化して
いくことになるだろう。そのため，こうした特徴を持つサードセクターとして
の NPO にとっては，いかにして自らの社会的使命や価値前提を維持しなが
ら，政府・市場・コミュニティとの関係を有効なものとして構築していくこと
ができるかということが極めて大きな課題となる14)。
他方，GAOは，従来，会計検査院（the General Accounting Office）という名
称であったことに示されているように，行政府の支出証票の監査，後に行政機
関の財政管理や内部統制の妥当性の検査を行っていたが，1960 年代後半から
連邦政府の貧困対策プログラムの効果を評価することが義務付けられて以降，
政策実施効果を検証する組織へと変化を遂げた。2004年には名称を変更し，
現在の行政活動検査院（the Government Accountability Office）となったことは，
組織の機能変化を象徴している。一方，GAOの統治機構上の位置づけについ
ては，行政府の機能の一部を切り出して誕生した後，暫くの間は，行政府と立
法府の両方の境界線にまたがる組織と説明され，そして 1945年に立法補佐機
関と法律上明記されたものの，実際上の議会との関係は希薄であった。それが
上述の機能変化と同時期の 1960 年代後半から実質的にも議会との関係が緊密
化していくことになった。しかし，こうした 1960 年代後半の機能と統治機構
上の位置の変化に対して，次のような反対意見が現れていた。それは，第一
に，GAOが政策分野に関わるようになると政治的なものに巻き込まれること
になり，党派性やバイアスのない立法府の機関としての効果を損なう恐れがあ
るというもの，第二に，測定が難しい社会プログラムの評価に従い出された勧
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13）藤井（2010），16 頁。
14）制度的同型化に関する説明は，村田（2009）に詳しい。特に自律性喪失の主張については
22-24 頁を参照。
告は，会計検査による勧告のように権威ある意見としては受け入れられにくい
というもの，そして第三に，GAO の勧告通りに議会が動き，GAO が特定の
プログラムに関心を持ち始めることがあれば，その独立性・信頼性が損なわれ
る恐れがあるというものであった。だが，実際にはそのようにはならなかっ
た。メディアやNPO等には独立した信頼性の高い情報を提供する機関として
受け入れられ，GAO の評価結果がそれらの活動に利用されている。また，
2001年度に行われた 1,752 の勧告のうち 85％が 2005年度末までに行政機関に
よって実行されていることからも，評価結果は信頼性のあるものとして受け入
れられているということが分かる15)。
以上の通り，GAOが機能の変更と同時に，議会との関係を密接化していく
際に，政府（議会）への接近（議会の行政監視機能の補佐）が評価組織としての
独立性と信頼性を損なわせるのではないかという懸念があった。この懸念は，
上述の NPO の課題（行政機能の補完と独立性確保の課題）と類似した性質を持
っている。つまり，組織の独立性を保ち自らの使命を維持しながら政府（議
会・行政機関）との関係をいかに有効なものとして構築していくことができる
のか，という問いについて本稿では回答を探ることにしたい16)。
3 NPOの独立性への脅威に関する実証研究
NPO 研究においては，行政機関と NPO の関係についての活発な議論が行
われているにもかかわらず，体系的な実証研究が少ないと指摘されている。例
えば，NPO研究の世界的第一人者と言われるレスター・M・サラモン（Lester
M. Salamon）による 1995年の著書17)は，「このパートナーシップがいかにうま
くこの試み18)に対処したのかを，評価するのに必要とされる経験的なデータ
は，残念なことに少ない。1975年に，この問題の人の研究者が指摘したよ
うに，『サービス購入のための政府契約がもつ隠れた危険性と利点は，文献上
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15）本段落の記述は，拙著（2010）に依拠している。
16）事業委託をめぐるNPO―行政関係の議論については，後（2009），第章に詳しい。
17）サラモン（2007；原著 1995），118 頁。
18）「この試み」とは，「つまり政府が経済性，効率性，そして説明責任を必要とすることは，非
営利セクターが一定の自己決定力と政府管轄からの独立を必要とすることと，適度に調整され
なければならないということである。しかし，非営利セクターの独立願望の方も，政府が公平
性を達成する必要があること，さらに公共財が意図された目的の実現に用いられているかの確
認が必要とされることと，うまく調整されなければならない」（118 頁）を指す。
たやすく確認されるけれども，実際に起こった失敗または利点に関しての体系
的な研究報告はほとんどされていない。懸念はあるが，それらの事実があるか
どうかは，確かではない』（Wedal, 1976, p. 102）」と指摘している。
ここでは少ないながらも存在している実証研究のうち，国際比較研究と，ア
メリカのNPOの経験に関する主な研究を取り上げ，(1) 分析対象とするNPO
の範囲，(2) 独立性の確保の定義，(3) 独立性が損なわれたのか否か，(4)
「小さな政府」という政策の影響という視点から簡潔に紹介する。また，日本
における研究動向の簡単な紹介も行う。
なお，アメリカのNPO研究を取り上げる理由は，第一に，本稿でその経験
を分析に活かしたいと考えている GAOがアメリカの組織であることから，双
方の背景にある環境を同一にしたいという点にある19)。また，第二に，次に
紹介するサラモン20)によるアメリカ NPO の実証研究は NPO 研究において頻
繁に言及されているという点にもある。
3-1 国際比較研究
ジョンズ・ホプキンス NPO 国際比較プロジェクト21)では，NPO の収支構
造の国際比較として，主要財源である会費・料金，公的補助，民間フィランソ
ロピーの割合について各国調査を行っている。その結果，1995年時点におい
て調査対象国のNPOセクターの収入のうち公的補助が占める割合は全体平均
42％であった22)。本稿で扱うアメリカの公的補助の割合は 30％，日本は 34％
であった。その他の主要財源である会費・料金は全体平均 47％，フィランソ
ロピーは全体平均 11％であったことから，公的補助はNPOにとって重要な収
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19）しかし，「アメリカ」という環境がどのように研究結果に影響しているのかについては，幅広
い情報と分析が必要になるため，本稿では扱っていない。NPOがそもそもアメリカの税法によ
って制度的に規定された組織であったこと等，アメリカと日本での NPO の内容の相違点につ
いては，藤井（2010），2-5 頁を参照。
20）サラモン（2007）は，「1960 年代，1970 年代にアメリカ合衆国で非営利セクターの拡張を促
すきっかけとなった政府と非営利セクターとのパートナーシップというあり方こそ，1990 年代
及びそれ以降の時代において，諸外国の非営利セクターが発展してゆく形態となりそうである。
このようにアメリカという場面設定の中で，政府と非営利セクターのパートナーシップの範囲
と性格を見極めることは，海外における政府と非営利セクターとの連携の今後を占う上で，大
きな意義をもつのである」（12 頁）と論じている。
21）Salamon and Anheir（1998）．本節で使用している邦訳は，ボリス＆スターリ（2007），310
頁。
入源になっていることが分かる23)。このことは，政府との関係における NPO
の独立性の課題は，少数の国に限られたものではない可能性を窺わせる。
しかし，ボリス＆スターリ（2007）は，ラルフ・クレーマー等による西欧の
か国（イタリア，オランダ，ノルウェー，イギリス）における契約関係の研
究24)などいくつかの研究に基づきながら，「政府の支援が NPO からその独立
性を奪い，アドボカシー機能を取り去るという証拠はほとんどない」（326頁）
と記している。
3-2 アメリカの場合25)
アメリカにおける政府と非営利セクター（NPO）の関係の変遷に関する実証
研究として，レスター・M・サラモン（Lester M. Salamon），2007（原著 1995）
『NPOと公共サービス―政府と民間のパートナーシップ』を紹介する。
⑴ NPO（非営利組織）の範囲
サラモンは，非営利組織をつのグループ（資金供給機関，会員奉仕組
織，公益組織，宗教団体）に分類し，公益組織のグループに属する組織を
最も重要であるとして，分析対象にしている。これらの組織は，コミュニ
ティの福祉を向上させ，公共全般ないし教育上の目的に奉仕するサービス
の提供に最も直接的に関与している組織26)であることから，これらを
「公益サービス組織」と呼んだ27)。
⑵ 独立性の確保の定義
独立性に関する記述は次の通りである。「この連携28)は，非営利組織の
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22）各国内訳は次の通り。メキシコ（％），ペルー（19％），オーストラリア（31％），日本
（34％），フィンランド（36％），アメリカ（30％），スロヴェキア（21％），ハンガリー（27％），
ルーマニア（11％），スペイン（32％），アイルランド（78％），ベルギー（77％），ドイツ
（64％），イスラエル（64％），オランダ（60％），フランス（58％），オーストリア（50％），イ
ギリス（47％），チェコ共和国（43％）。
23）ボリス＆スターリ（2007），310 頁。
24）Kramer et al.（1993）．
25）アメリカにおける政府―NPO関係の変遷については，後（2009）の第章に詳しい。
26）サラモン（2007），67 頁（脚注）によれば，内国歳入法 501⒞⑶及び 501⒞⑷団体の下位
グループ，すなわち慈善活動，教育，ないしこれらに関連した性格の諸サービスを供給してい
る団体，あるいは上述の目的のためにアドボカシー活動に従事している団体に合わせられる，
としている。
27）サラモン（2007），62-63 頁。他に同書 207 頁にも定義の説明が加えられている。
28）政府と非営利セクターの連携。
自主性と特色ある使命とが脅かされるのではないかという懸念」（頁），
「非営利機関の自主性と目的を脅かす要因」（頁），「自治すなわち独立性
の喪失，特にセクターのアドボカシー的役割の希薄化」（117頁），「非営利
セクターが一定の自己決定力と政府管轄からの独立を必要とする」（118
頁），「独立性についての争点のつとして，政府からの資金は，非営利組
織自身が重要だと考え，また実行したいと考えるものと一致しない領域に
力を注ぐようにおびき寄せることによって，非営利機関の使命を歪めるこ
とになるのではとの懸念がある」（119頁）と表現している。
また，「非営利機関の独立性が政府機関によって阻まれる可能性をもつ
という懸念は，なお民間の財源によっても阻まれるという視点からも検証
されなければならない」（119頁）と指摘している。
以上の表現から，非営利組織（及び非営利セクター）の独立性が確保さ
れている状態とは，その自主性と使命が維持されている状態であることが
分かる。
⑶ 独立性が損なわれたのか否か
結論から言えば，「政府と非営利セクターとの関係をめぐる懸念は，こ
れまでのプロセスをたどる限りでは，一般には裏付けることができない」
（頁），「確かに，非営利機関の自主性と目的を脅かす要因や，より理想
的な運営方法がないわけではないが，一般的に懸念されるほど深刻な事態
ではまったくない」（8-9頁）としている。
サラモンは，ラルフ・クレーマー（Kramer, 1980, 292&160 頁29)）の身体
障害者に奉仕する民間団体についての研究，ニューヨーク・ユナイテッ
ド・ウェイによってなされたニューヨークの非営利機関の研究（Hartogs
andWeber, 1978, 8-9頁30)），サラモン等による調査（州を越える 16 の地域で
の 3,400を越える非営利機関に対する調査（サラモン, 2007, 120 頁））に基づき
上記の結論を示している。
この点について，リチャード・ガッチはアメリカのニューヨークの事例
調査の結果を踏まえ，「政府資金が団体のミッションを歪曲したという証
拠はほとんどなく，ほとんどの団体は自分たちの従来からのミッションを
よりよく実行することを可能にしたと回答した」という調査結果を示して
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29）Kramer（1980）.
30）Hartogs and Weber（1978）.
おり31)，サラモンの研究結果を支持する内容となっている。
⑷ 「小さな政府」という政策の影響
レーガン政権による，政府との関係の排除による非営利セクタ
ー支援の影響
政府とNPOとの相互補完的な協調関係は，1960 年代以降のアメリカに
おける教育・福祉・保健分野の政府プログラムの拡大に伴い顕著となって
いった。連邦政府にはそれらのプログラムの管理能力の拡大が求められた
が，それに見合った連邦政府の職員は増員されず，それに代わって，間接
的な主体，例えば州政府・コンサルタント・非営利組織が政策の立案・執
行を担当するという方法がとられた32)。このように，特に 1960 年代から
1980 年代初めにかけて，政府が NPO へ資金を提供し，NPO がサービス
を提供するという相互補完的な協調関係が顕著に認められるようにな
る33)。病院と高等教育機関以外の非営利組織について実施したサラモン
による調査（Salamon, 1984, 17頁34)）によれば，1982年以降も存在してい
る非営利組織の分のが 1960 年代，いわゆる「偉大な社会」の時代以
降に創設されたものであるという。
一方，1980 年代初期のレーガン政権においては，非営利セクターの推
進が公約されたが，実際には，非営利セクターに対する政策は，政府と非
営利グループとの間の協力ではなく，経済成長を刺激するための政府支出
の大幅削減と税率の大幅引き下げを目指す総合経済政策の一部になっ
た35)。レーガン政権は，予算削減による非営利セクターの収入へのしわ
寄せを，民間に対する税率の引き下げに伴う税引き後の収入の引き上げに
よって増加することが見込まれる民間の慈善寄付によって，いくらか相殺
できるものと見込んでいた。
しかし実際には，税率が引き下がると税引き後の収入は上昇するが，同
時に，慈善寄付をしようとする財政上の誘因も減じてしまった36)。結果，
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31）リチャード・ガッチの研究（Gutch（1992））については，後（2009），119 頁に依拠してい
る。
32）Heclo（1978）及び五十嵐（1992）に依拠。
33）原田・藤井（2010），28 頁。
34）ここでの記述は，サラモン（2007），208 頁に依拠。
35）サラモン（2007），216 頁。
36）詳細はサラモン（2007）の第 11 章におけるシミュレーション分析を参照されたい。
民間の慈善的寄付は政府からの収入源の分のほどを埋め合わせたにす
ぎず，補充した収入の 70％はサービス料金収入や会費の値上げから生じ
たものだった。このような政府から主に事業収入へという転換によって，
支払能力のある顧客に合わせたサービスが強制されるとサラモンは考えて
いる37)。サラモン等による別の調査38)は，NPO 活動において貧困者への
配慮が弱まる可能性を示している。つまり，現在のアメリカのNPOの独
立性をめぐる問題は，支払能力のある顧客という，政府とは異なる主体と
の関係の間にも生じ始めている39)。しかし，本稿ではその趣旨に則り，
政府との関係に焦点を当てて論じていく。
3-3 異なる見解
上述の研究結果とは異なり，スティーブン・R・スミスとマイケル・リプス
キー40)による研究のように，事業委託に伴う諸問題を指摘し，政府との契約
の拡大には批判的な見解を示すものもある。また，サラモン（2007）において
も，「この政府・非営利組織パートナー・システムはまた問題も抱えてきた」
（213頁）と指摘している。具体的には，政府と NPO の役割と責任について体
系的な理解をほとんどしないまま，またパートナーシップの存在に対する大衆
の認識がほとんどないままに，場当たり的な形で発展してきたことを挙げてい
る41)。
これらの異なる意見の存在は，NPO の独立性に対して政府との協働関係が
与える影響の有無について，体系的な実証分析が必要であることを感じさせ
る。
3-4 日本の場合42)
近年，日本においてもNPOと行政の「協働」論が花盛りである43)。ここで
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37）サラモン（2007），218-219 頁。
38）Salamon and Abramson（1985），45-52 頁。
39）サラモン（2007）は，「1980 年代においては，非営利組織は市場形態の取引にますます取り
込まれ，営利企業は着実に市場における位置を拡大し，アメリカの社会福祉システムにおける
『市場化』の拡大を目の当たりにすることになった」（216 頁）と記している。
40）Smith and Lipsky（1994）．
41）詳細は，サラモン（2007），213 頁を参照。
42）本節の説明は，原田（2010）に依拠している。
43）原田・藤井（2010），26 頁。
の「協働」には，「①異質なアクターが，②共通の目標のために，③対等かつ
相互に自立した形で協力すること，またそのような関係性を構築するために，
④相互の理解や信頼関係を醸成することが合意されている」（原田, 2010, 26頁）
という理念が示されている。しかし，「現実の協働の場面，とりわけ行政から
NPO への委託の場面においては，単年度契約，硬直的な仕様書，不当に低い
委託費用（人件費が安く，間接費用も含まれていない場合が多い）」（原田, 2010, 26
頁）といった諸問題44)があり，実際の協働という概念には，NPO が政府だけ
では対処できなくなった公共サービスの空隙を埋め合わせることが期待されて
いるようにも見える45)。
そのため，行政（自治体）との契約による資金調達が NPO の資金調達の中
心になることにより，組織の自律性が脅かされ，行政の下請け化が進むという
批判がある46)。しかし，原田（2010）は，「委託はNPOの自律性を脅かすとい
う主張についても，委託者側で事業の仕様が一方的に定められ，かつその履行
責任を負わされる点を強調するものは多いが，日本ではその弊害を実証的に説
明した調査・研究は少ないように思われる」（59 頁）と指摘する。また，
「NPOのミッションは，一般的に幅広く規定されているので，特定の資金調達
メカニズムがミッションを圧迫しているかどうかは，実際のところ不明瞭であ
る場合が多い（Weisbrod, 1998, 1747)）。それゆえ，自治体からの委託を忌避す
るのであれば，それが他の資金と比較して，いかにNPOの自律性を侵すもの
かが明らかにされる必要がある」（60 頁）と言う。日本における独立性（自律
性）をめぐる今後の研究が期待される48)。
4 GAOによる独立性を確保するための試み49)
アメリカにおいて 1960 年代に NPO が教育・福祉・保健分野の政府プログ
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44）委託契約に関する問題については，全国市町村国際文化研修所（2011）が今後取り組むべき
課題として次のような指摘をしている。「持続可能な NPO であるための自治体と NPO との契
約のあり方の見直し。積算方法の改善〜とりわけ人件費及び間接費。社会的価値を配慮した入
札等。」
45）原田・藤井（2010），26 頁。
46）原田（2010），54 頁。
47）Weisbrod（1998）．
48）村田（2009）においては，NPO法人自立生活センター・立川の事例を自律性喪失の一般的議
論と比較しながら説明している（272-278 頁）。
49）ここでの議論の詳細は，拙著（2010）を参照願いたい。
ラムの拡大に伴い増大していく一方で，これらの政府プログラムが期待通りの
成果を上げていないのではないかという連邦議会の懸念から，GAOにプログ
ラム評価の実施が義務付けられることになった。
独立かつ立法補佐という位置づけが，GAOの独自の性格を示している。法
制度及び実務における工夫によって，GAOは行政府から独立し，また立法府
の日常的権力作用から一定の距離をとり広い意味での「独立性」を保ってい
る50)。
先に紹介した通り，GAOにはその機能と議会との関係における変化に際し
て，独立性や信頼性が失われてしまうのではないかという懸念が存在していた
が，現実のものとはならなかった。実際には以下の取り組みによって，党派性
やバイアスから自由となり独立性と信頼性を確保している。
① GAO は評価作業の各段階で評価内容に関する議会委員会側との討議や
GAO内部での評価内容の入念なチェックを行い51)，政治的バイアスのな
い正確な評価を行うよう注意を払うことにより，評価内容の信頼性を保
つ。
② PEMD（the Program Evaluation and Methodology Division. プログラム評価・
方法論課）のような評価手法の開発・管理を担当する GAO 内部の組織が
評価の質の向上と維持を支えた。
③ GAOの政府監査基準が調査結果の独立性と信頼性を確かなものにしてい
る。この基準は GAOに設置された政府監査基準諮問委員会によって設定
されたもので，メンバーは，国・州・地方自治体や公営企業の監査・評価
等に関わる公認会計士，経済人，学者等といった，政府機関から独立した
主体によって構成される。この基準は行政府内の監査人や諸外国でも利用
されており，独立性も規定されている。
④外部機関による監査を受け（例：カナダ会計検査院長をリーダーとしてか
国からプログラム評価の経験が豊富な人材を選び構成された監査チームによる
監査等），その結果をウェブサイトで公表している。
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50）詳細は，拙著（2010），164-168 頁。また，この「独立性」と「立法補佐」という特徴の意義
については，同書 175-176 頁を参照。
51）詳細は拙著（2010），21-25 頁。
なお，変革期の検査院長（1966-1981年在職：エルマー・B・スターツ）は，独
立性の確保のために，議会からの要請による仕事の割合を全活動量の約 35％
を上限にしようとしていた。しかし，次第に要請の割合はその上限を超え，例
えば 1990 年に約 80％，2010 年に 95％まで拡大した。だが，こうした議会に
よる要請の割合の拡大が独立性の阻害要因になるとは言えない，と GAOの議
会担当者が考えていたことがインタビュー52)から分かる。
スミス・ブレア53)：スターツ氏は議会からの要請業務を全業務量の約
35％に保ちたいと考えていた。
ヘンリー・エシュヴェーゲ54)：ここで異なるつを比較しないために，
少なくとも GAO側は今日の要請が過去に見えていたのと同じではな
いことが多いと感じていることを，指摘しておきたい。議会の要請
は，澄みきった青い空からやってくるかのように委員会や議員からは
出てこないものである。GAO は委員会スタッフからの意見，そして
時々，議員からの意見を踏まえた計画をつくる。そうして長期計画の
策定が委員会に可能となる。要請される仕事の多くは，議会の情報源
を使った私たちGAOが重要な仕事であると確認したものである。
つまり，⑤ GAOは議会の長期計画策定への協力を図っていることが，独立
性を支える前提の一つとなっていることが分かる。
以上①から⑤に示した GAOの取り組みを NPO 活動にも通ずる表現でまと
めるならば，次のつとなる55)。
 ①と②の取り組みは，業務の質に関する組織内部の管理体制（例：NPO
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52）GAO（1990），30 頁。
53）1973-1977 年初代議会連携室（OCR）長。
54）1982-1986 年元院長補佐官（計画と報道担当），1972-1982 年資源及び経済発展課課長，1967
年初期まで農業部門担当。
55）当然の事ながら，GAOと NPO には違いがあり，GAOの経験を適用すれば同じようにNPO
が独立性を確保できるわけではない。GAO には他にも独立性の確保と関係した特徴があり，
具体的には，「検査院長の任命は上院の助言と同意を得た上で大統領によって行われるが，この
大統領の任命権の存在が，GAOを単純な議会付属機関という位置づけにしていない」，という
ように，NPOとは制度上の大きな違いが存在している。しかし，本稿ではその違いを超えても
なお役立つと思われる事項を示すことを目的としているため，上記点を示している。
内部におけるチェック体制と手法開発の担当組織）の構築と，業務の各段階
において協働関係の主体間（例：NPO と行政機関）での討議の場の設定を
意味している。
 ③と④の取り組みは，同じセクター（例：NPO セクター）内に共通の活
動基準の策定と，その基準内での独立性の規定を意味している。さらに，
この共通の活動基準に基づいた，同じセクター内にある複数の他の主体
（例：他の複数の NPO から構成される組織）から構成される監査（評価）の
受け入れを示している。
 ⑤の取り組みは，協働関係における主体への計画段階における協力
（例：NPO が行政機関による計画策定段階に協力）を意味している。なお，
GAOと議会の間での手続きについては明文化されたプロトコルが策定さ
れている。
本稿では，上記のつのそれぞれについて日本とアメリカのNPOが類似の
取り組みを行っているか否かについて扱わない。例えば，前出の GAOと議会
の間でのプロトコルのように，協働関係の双方におけるルール作りは，既に
NPO セクターにおいては 1990 年代後半のイギリスや 2000 年以降の日本にお
いて実施されている。こうした取り組みとその結果については，他の各研究成
果に委ねたい。
5 協働における組織の独立性とアカウンタビリティを
確保するためのつの方策
上記との取り組みによって行政機関とNPOの間でのコミュニケーショ
ンが図られることは，協働関係においては良いとしても，その促進が両者の間
の境界をますます曖昧にし，本稿の冒頭で示した「間接民主主義と直接民主主
義のからまり」という状況をより強いものにしてしまう可能性が出てくる。
そこで，この問題に対するつの方策を提案したい。
⑴ かかわり方の捉え方の変更
「資金を提供する者と受け入れる者」という関係で行政機関と NPO の
かかわり方を捉えると，いつまでも「からまり」がNPOの独立性とアカ
ウンタビリティを問題とし続けてしまう。
先に見た通り，行政機関にとってはアカウンタビリティの確保が求めら
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れており，また，NPO側も資金提供を受ける限りにおいては行政機関に
よるアカウンタビリティの実現に協力することが不可避である。この状況
において，「アカウンタビリティを遂行する能力をめぐる競争」が両者の
間に存在しているという捉え方に変えると，「からまり」が問題となる可
能性を減じることになるのではないか，と考える。
言い換えると，「評価能力をめぐる競争」においては両者は対等であり，
勝者がアカウンタビリティのあり方を規定することになる。例えば，行政
機関側の評価能力がNPO側と比べて非常に高ければ，行政機関側が作っ
た枠組みの中で，NPO は自らの活動を評価せざるを得ない度合いが高ま
る。よって，NPO の独立性とアカウンタビリティの関係が NPO にとっ
て問題となる。逆に，NPO側の評価能力が行政機関側と比べて非常に高
ければ，行政機関側はNPOの評価結果を自ら検討することができずに，
NPO の評価結果がそのまま行政機関側の見解となる。この場合において
は，NPO側がアカウンタビリティの実現における主導権を握ることにな
り，独立性とアカウンタビリティの関係がNPOにとって問題とはならな
いだろう。
しかしおそらく現実は，そして両者のコミュニケーションが促進される
程，上の極端なつの場合の間のどこかに両者の関係は位置づけられると
予想できることから，「からまり」の問題は存在し続けるかもしれないが，
少なくとも，両者が対等の立場で競争できる場の存在を認識することは重
要である。
また，サラモンの定義の通りにNPOの独立性の確保が「その自主性と
使命が維持されている状態」を指すとするならば，「使命が達成されたか
否か」という上位レベルでの評価を行う能力がNPOに要求されることに
なる。それは，行政機関に限らずNPOに資金提供を行う全ての主体に対
するアカウンタビリティの実現にとっても重要な能力であると推測できる
ことから，評価能力の向上はNPOの活動の発展に伴いますます避けられ
なくなると考える56)。
⑵ かかわり方のルールを監視する役の準備
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56）田中（2008），頁に，NPOによる評価の種類に関する検討がなされている。また，Carman
and Fredericks（2008）は，アメリカのインディアナ州にあるNPOを対象に，評価活動の実態
調査を行っている。
あらゆる公正な競争の場と同様に，「評価能力をめぐる競争」の場には
ルールと，それを独立した立場から監視する役が必要になる。その意味に
おいて上記の取り組みでは不十分である。監査（評価）を専門にしてい
ない主体の集合体が十分な監視機能を果たすことは難しいと考える。そこ
で，GAO を（これまで論じてきた NPO との比較対象という位置づけではな
く）独立した監査機関としてその経験について記した，スターツ元院長の
1975年の論文（1971年のアメリカ行政学会における報告内容を最新（当時）
にした論文)57)を紹介しながら論ずることにしたい。但し注意が必要なの
は，スターツは主に連邦政府と，連邦政府プログラムに携わるそれ以外の
主体との関係を取り上げ，後者の連邦政府以外の主体の独立性とアカウン
タビリティの問題について論じている点である。その理由として彼は，当
時のアメリカでは政府以外の主体との契約においては州・地方自治体より
も連邦政府の方が取り組みは進んでいたことを挙げている（48頁）。また，
政府以外の主体（organizations outside the federal establishment）の範囲は，
当時のアメリカの状況から，これまで本稿で論じてきた範囲（NPO）より
も広いことに注意が必要である。具体的には，民間企業（private corpora-
tion），準政府組織（quasi-governmental organization），非営利グループ
（non-profit groups），国際機関（international organizations），州・地方自治
体（state and local governments）を含んでいる（47頁）。
スターツは，同論文において次のように説明をしている。業績を判断す
る（評価を行う）のは容易なことではない（66 頁）。連邦政府以外の主体
が，政府プログラムに携わる場合は特にそうである（47-48頁）。政府がそ
れらの主体にアカウンタビリティを求めた結果，政府による統制の強化と
多元社会の崩壊のきっかけがもたらされてしまうのではないかという懸念
が存在する（48頁）。つまり，政府プログラムに携わる政府以外の組織の
アカウンタビリティと独立性を維持することの重要性が指摘されている
（48頁）。そして重要なのは，行政府によるアカウンタビリティの制度を監
査（audit）する主体58)である（65頁）として，その監査主体の役割につい
て次の事項を挙げている。
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57）Staats（1975），46-67 頁。
58）具体的には，スターツ元院長は，“the legislative auditor”（65 頁）という言葉を使い GAOを
意味している。
・監査の視点：アカウンタビリティ制度は，連邦政府機関の経営層（特
に，機関の長）がその判断に必要な情報を得ることがで
きる制度となっていることが重要（65頁）。
・監査の実施：連邦政府と連邦政府以外の組織による共同プロジェクト
の評価の実施（58頁）。
・連邦政府以外の主体（例：地方自治体）に対する評価能力向上のため
の支援：監査（評価）基準の開発，州政府の監査法や市
の条例の模範（a model state audit law and a model
municipal ordinance）の開発（52頁）。
「NPOと政府の協働関係」に係る問題を扱うという本稿の趣旨を踏まえ
て，上の事項を言い換えれば，独立した監査（評価）機関が，政府に対し
てはそのアカウンタビリティ制度を監査し，NPO に対してはその評価能
力向上のための基準等の制度づくりへの助言を行うとともに，政府と
NPO の協働プロジェクトを評価する役割を担うことになる59)。独立した
監査（評価）機関によるそれらの活動は，NPO と政府の関係において，
過剰にまたは場当たり的に相互が介入し合い争いが生ずる危険性を減らす
ことに繋がると考える。
⑶ かかわり方についての実証研究の実施
既にアメリカと日本の実証研究の検討の箇所にある通り，政府との協働
関係がNPOの独立性に与える影響の有無に関する，より多くの体系的な
実証研究が必要である。それらの研究なくしては，上記⑴と⑵がNPOと
政府の協働関係において有効な策か否かを判断することができない。
6 お わ り に
本稿は，NPO（サードセクター）が行政府と協働関係を深めるとともにその
独立性をいかに確保しうるかという課題に対する議論に，筆者が関わる機会を
得たことを契機に60)，これまで研究をしてきた GAOの経験という視角から論
立教法学 第 87 号（2013)
228（59）
59）内閣府国民生活局（2007）による「NPO法人と官とのパートナーシップに関する基礎調査」
（アンケート調査結果概要）においては「連携・協働に対する具体的意見及び提案」の中で，
「行政と連携・協働した活動を行いつつも，自律性を確保しなければならない」という意見があ
る一方で，協働の検証がされておらず，その評価方法の明確化への要望があることが示されて
いる。
じたものである。他に，本課題の検討方法としては，各国における NPO（サ
ードセクター）と政府の関係に関する実証研究，両者の関係に関する複数国間
の比較，両者の関係と他のセクターとの関係の比較（例えば，NPO と民間の資
金提供者間の関係との比較，政府と民間企業間の契約との比較等），または政府と
の協働関係においてNPOの独立性が維持されていると指摘される事例の検討
等を考えることができる。また，検討の視点としては，制度的同型化や実務的
課題（契約関係に係る規定の整備）等が，まず頭に浮かぶ事項であるだろうと考
える。
しかし本稿では，ある独立した主体（NPO・GAO）が権力主体（行政府・立
法府）とともに公共的な業務を担うことを選択した場合に，いかにして自らの
組織のミッションを維持しながら自らの機能を高めることができるのかという
原理的な視点から，NPOと GAOを思考上接近させて検討することを試みた。
このアプローチによって，両者の間には機能・規模・背景にある制度等々の異
なる点が多いにもかかわらず上記のつの方策が現れるに至った。
本稿で扱った課題については，今後も多様な視点からさまざまな方策が提案
され，実行に移されていくことが考えられる。その結果，NPO（サードセクタ
ー）が公的資金を使った公共サービスの供給において自らの裁量を増やし，そ
の裁量の程度が行政機関によってNPO（サードセクター）の活動を適切に把握
することが困難な程度にまで拡大した場合61)には，上記で示した方策のつ
である監査（評価）体制の構築とともに，今度は，民主的正当性をどこから調
達するのかという点が問われていくことになるだろう。
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